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別添
「改造自動車に係る新規検査の際に提出する書面について」の一部改正について 新旧対照表

（傍線の部分は改正部分）
昭和50年11月12日 自車第708号、自公第163号

制定：平成23年６月30日 国自環第70号
（組織改正により整備部長通達から課長通達として制定）

最終改正：平成29年４月14日 国自環第12号

改 正 現 行

改造自動車に係る新規検査の際に提出する書面について 改造自動車に係る新規検査の際に提出する書面について

道路運送車両法施行規則第36条第５項及び第６項に係る提出書面について 道路運送車両法施行規則第36条第５項及び第６項に係る提出書面について
は、「道路運送車両法施行規則第36条第５項、第６項及び第７項の書面につ は、「道路運送車両法施行規則第36条第５項、第６項及び第７項の書面につ
いて（依命通達）」（平成３年６月28日付け地技第156号）により通達され いて（依命通達）」（平成３年６月28日付け地技第156号）により通達され
たところであるが、今後、普通自動車及び小型自動車並びに軽自動車の新規 たところであるが、今後、普通自動車及び小型自動車並びに軽自動車の新規
検査（予備検査を含む。以下同じ。）の際に提出する排出ガスに係る書面に 検査（予備検査を含む。以下同じ。）の際に提出する排出ガスに係る書面に
ついては、同通達によるほか、下記１.から５.までによることとされたい。 ついては、同通達によるほか、下記１.から５.までによることとされたい。
ただし、２.及び３.に掲げる規定については、普通自動車及び小型自動車で ただし、２.及び３.に掲げる規定については、普通自動車及び小型自動車で
あって、車両総重量が3.5t以下のもの又は専ら乗用の用に供する乗車定員10 あって、車両総重量が3.5t以下のもの又は専ら乗用の用に供する乗車定員10
人以下のもの並びに軽自動車に限り適用することとする。 人以下のもの並びに軽自動車に限り適用することとする。
また、指定自動車等（大型特殊自動車を除く。）であって、消音器等の改 また、指定自動車等（乗車定員が11人以上の自動車、車両総重量が３．５

造が行われた自動車の新規検査の際に提出する騒音に係る書面については、 ｔを超える自動車及び大型特殊自動車を除く。）であって、消音器等の改造
同通達によるほか、下記６．及び７．によることとされたい。 が行われた自動車の新規検査の際に提出する騒音に係る書面については、同

通達によるほか、下記６．及び７．によることとされたい。

記 記

１．～５．（略） １．～５．（略）

６． 原動機、動力伝達装置又は消音器の改造を行う場合であって、加速走 ６． 原動機、動力伝達装置又は消音器の改造を行う場合であって、加速走
行騒音値に影響する改造を行う場合 行騒音値に影響する改造を行う場合

（1）細目告示第40条第1項第3号に係る自動車 （1）細目告示第40条第1項第3号及び第5号に係る自動車
①及び②の規定により細目告示別添40「加速走行騒音の測定方法」 なお、①及び②の規定により細目告示別添40「加速走行騒音の測定

による試験の結果を表す書面を提出する場合は、同号中の表の自動車 方法」による試験の結果を表す書面を提出する場合は、同号中の表の
の種別に応じた加速走行騒音の欄に掲げる値を超えない試験結果の書 自動車の種別に応じた加速走行騒音の欄に掲げる値を超えない試験結
面の写し（②の場合は、当該書面の本通を提示して、その写し）を提 果の書面の写し（②の場合は、当該書面の本通を提示して、その写し
出するものとする。 ）を提出するものとする。
また、②の場合において、改造後の消音器について、細目告示別添1 また、②の場合において、改造後の消音器について、細目告示別添1

12「後付消音器の技術基準」Ⅰに基づく性能等確認済表示であって、 12「後付消音器の技術基準」Ⅰに基づく性能等確認済表示であって、
その末尾に「S」が付されたものが表示されているものは、提出書面は その末尾に「S」が付されたものが表示されているものは、提出書面は
必要ないものとする。 必要ないものとする。
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①～② （略） ①～② （略）
（2）細目告示第40条第1項第4号に係る自動車 （2）細目告示第40条第1項第4号に係る自動車

①及び②の規定により協定規則第41号第4改訂版補足第5改訂版に基 なお、①及び②の規定により協定規則第41号第4改訂版補足第4改訂
づく加速走行騒音試験の結果を表す書面を提出する場合は、同基準に 版に基づく加速走行騒音試験の結果を表す書面を提出する場合は、同
適合する試験結果の書面の写し（②の場合は、当該書面の本通を提示 基準に適合する試験結果の書面の写し（②の場合は、当該書面の本通
して、その写し）を提出するものとする。 を提示して、その写し）を提出するものとする。

また、②の場合において、改造後の消音器について、細目告示別添
112「後付消音器の技術基準」Ⅱに基づく性能等確認済表示であって
、その末尾に「P」が付されたもので、かつ、当該自動車の原動機型
式が表示されているものは、提出書面は必要ないものとする。

① 原動機の改造（異型式の原動機への換装、総排気量又は最高出力 ① 原動機の改造（異型式の原動機への換装、総排気量又は最高出力
の変更に限る。）又は動力伝達装置の改造（変速機形式の変更に限 の変更に限る。）又は動力伝達装置の改造（変速機形式の変更に限
る。）→公的な試験機関又は自動車製作者等において実施された協 る。）→公的な試験機関又は自動車製作者等において実施された協
定規則第41号第4改訂版補足第5改訂版に基づく加速走行騒音試験の 定規則第41号第4改訂版補足第4改訂版に基づく加速走行騒音試験の
結果を表す書面（改造後） 結果を表す書面（改造後）

② 消音器の改造→公的な試験機関において実施された協定規則第41 ② 消音器の改造→公的な試験機関において実施された協定規則第41
号第4改訂版補足第5改訂版に基づく加速走行騒音試験の結果を表す 号第4改訂版補足第4改訂版に基づく加速走行騒音試験の結果を表す
書面（改造後） 書面（改造後）

（3）細目告示第40条第1項第5号に係る自動車
①及び②の規定により協定規則第51号第3改訂版補足改訂版に基づく

加速走行騒音試験の結果を表す書面を提出する場合は、同基準に適合
する試験結果の書面の写し（②の場合は、当該書面の本通を提示して
、その写し）を提出するものとする。
① 原動機の改造（異型式の原動機への換装、総排気量又は最高出力
の変更に限る。）又は動力伝達装置の改造（変速機形式の変更に限
る。）→公的な試験機関又は自動車製作者等において実施された協
定規則第51号第3改訂版補足改訂版に基づく加速走行騒音試験の結果
を表す書面（改造後）

② 消音器の改造→公的な試験機関において実施された協定規則第51
号第3改訂版補足改訂版に基づく加速走行騒音試験の結果を表す書面
（改造後）

７．加速走行騒音試験結果成績表の様式は、細目告示第40条第1項第3号に係 ７．加速走行騒音試験結果成績表の様式は、細目告示第40条第1項第3号及び
る自動車にあっては別添10、細目告示第40条第1項第4号に係る自動車にあ 第5号に係る自動車にあっては別添10、細目告示第40条第1項第4号に係る
っては別添11、細目告示第40条第1項第5号に係る自動車にあっては別添12 自動車にあっては別添11とする。
とする。 なお、公的な試験機関において実施された加速走行騒音試験結果を表す
なお、公的な試験機関において実施された加速走行騒音試験結果を表す 書面の様式は、別途定めることができるものとする。

書面の様式は、別途定めることができるものとする。

別添１～11 （略） 別添１～11 （略）

別添12 加速走行騒音試験結果成績表（協定規則第51号）
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附則〔平成11年4月20日自環第91号〕
表題及び記4.の改正は、平成12年10月1日から適用する。

附則〔平成19年3月9日国自環第251号〕
平成19年8月31日以前に製作された自動車は、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例によることができる。

附則〔平成19年7月31日国自環第63号〕
改正後の通達1．に基づく「排出ガスの光吸収係数の値を表す書面（改造後）」の提出は、平成20年7月31日までの間とする。

附則〔平成22年2月5日国自環第244号〕
1．平成22年3月31日以前に製作された二輪自動車（側車付二輪自動車を含む。）は、改正後の通達1．から5．の規定は適用されない。
2．平成22年3月31日以前に製作された自動車は、改正後の通達6．及び7．の規定にかかわらず、なお従前の例によることができる。

附則〔平成23年3月31日国自環第205号〕
1．この改正は、平成23年4月1日から適用する。
2．改正前の通達6.の「後付消音器の性能等を確認する機関の登録規程（平成20年国土交通省告示第1534号）中2の登録を受けた機関が性能等の確認を行った後
付消音器に表示される性能等確認済表示」は、改正後の通達6.の「細目告示別添112「後付消音器の技術基準」に基づく性能等確認済表示」とみなす。

附則〔平成23年6月30日国自環第70号〕
1．この改正は、平成23年7月1日から適用する。
2．廃止前の「改造自動車に係る新規検査の際に提出する書面について」（昭和50年自車第708号、自公第163号）附則（平成19年3月9日国自環第251号）、附則
（平成22年2月5日国自環第244号）及び附則（平成23年3月31日国自環第205号）の規定は、施行後もなおその効力を有する。

附則〔平成28年12月6日国自環第184号〕
二輪自動車（側車付二輪自動車を除く。）であって、平成28年12月31日以前に製作されたもの（輸入された自動車以外の自動車であって、平成26年1月1日以降
に指定を受けた型式指定自動車及び騒音防止装置指定自動車を除く。）は、改正後の通達6．及び7．の規定にかかわらず、なお従前の例によることができる。

附則〔平成29年4月14日国自環第12号〕
1．自動車（乗車定員が11人以上の自動車及び車両総重量が3.5トンを超える自動車）であって、平成34年（貨物の運送の用に供する自動車のうち、技術的最大
許容質量が3.5トンを超え、12トン以下の自動車にあっては平成35年）8月31日以前に製作されたもの（輸入された自動車以外の自動車であって、平成28年10月
1日以降に指定を受けた型式指定自動車及び新型届出による取扱いを受けた自動車（平成28年9月30日以前に指定を受けた型式指定自動車及び新型届出による取
扱いを受けた自動車から、種別、用途、車体の外形、動力電源装置の種類、懸架装置の種類及び主要構造、軸距、適合する排出ガス規制値又は低排出ガス車認
定実施要領に定める基準値以外に、型式を区分する事項に変更がないものを除く。）を除く。）は、改正後の通達6．及び7．の規定は適用されない。
2．自動車（乗車定員が11人以上の自動車、車両総重量が3.5トンを超える自動車、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽
自動車並びに大型特殊自動車を除く。）であって、平成34年（貨物の運送の用に供する自動車のうち、技術的最大許容質量が3.5トンを超え、12トン以下の自
動車にあっては平成35年）8月31日以前に製作されたもの（輸入された自動車以外の自動車であって、平成28年10月1日以降に指定を受けた型式指定自動車及び
新型届出による取扱いを受けた自動車（平成28年9月30日以前に指定を受けた型式指定自動車及び新型届出による取扱いを受けた自動車から、種別、用途、車
体の外形、動力電源装置の種類、懸架装置の種類及び主要構造、軸距、適合する排出ガス規制値又は低排出ガス車認定実施要領に定める基準値以外に、型式を
区分する事項に変更がないものを除く。）を除く。）は、改正後の通達6．及び7．の規定にかかわらず、なお従前の例によることができる。
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加速走行騒音試験結果成績表（協定規則第 51 号） 
 
 
 

 発行依頼者名  殿 
 
 

発 行 年 月 日      
発 行 機 関 名  印      

 
 

 自動車車名型式 
 自動車車台番号（又はシリアル番号） 
 自動車通関証明書証明番号 

 
 試験自動車車台番号（又はシリアル番号） 

 
 

標記試験自動車について実施した加速走行騒音試験の結果は別添のとおりです。 
 
 

 騒音防止性能確認標章確認番号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※本成績表は、自動車の基準適合性確認の際に使用することがありますので、自動車検査証等と

一緒に保管することをおすすめします。 



 

試験期日 試験場所 試験機関
(Test date) (Test site) (Tested by)

１．試験自動車及び試験条件
(Test vehicle and Test conditions)

車名・型式(類別)及び車台番号
(Make･Type(Variant) and Chassis No.)

車両諸元 車両カテゴリ
（Vehicle spec) （Vehicle category）

原動機型式及び
定格最大ネット出力（Pn)/定格エンジン回転数（S)

(kW/min-1） min-1

（Engine type and Rated maximum net power 原動機搭載位置

/Rated engine speed) （Positon and arrangement of the engine)

変速機の種類 手動 ギア数
（Type of transmission） （Non-Automatic gearbox） （Number of gears)

自動 ギア数
（Automatic gearbox） （Number of gears)

タイプ 機械式 油圧式 電気式 その他
（Type) （Mechanical) （Hydraulic) （Electric） （Other)

最終減速比
(Final drive ratio(s))

消音器の個数・触媒の有無
(Number of silencer・Existence of catalyst)

タイヤサイズ(空気圧)(kPa) 前輪
(Tire size　(Pressure)) (Front wheel)

後輪
(Rear wheel)

質量
（Weight)

技術的最大許容質量(kg)
(Technically permissible maximum laden mass)

車両の空車質量(kg)
(Curb mass)
目標の車両質量(kg)
(Target mass)

試験時の車両質量(kg)
（Mass of vehicle when tested）

後軸許容荷重
(Technically permissible maximum laden mass of rear axle)

パワーマスレシオ（PMR)
（Power-to-mass ratio index）

ランニングオーダー質量（kg）
(Mass of running order)

質量情報 (a) 各バリアントの最大と最小 (b) 各バージョンの質量
（Vehicle mass information) （Minimun and maximum for each variant) （Mass of each version)　

試験車両長さ又は基準長さ (m) 
（Test Vehicle length or reference length lreｆ）

試験条件 天候 風向 風速(m/s) 外気温(℃) 気圧(hPa) 湿度(%)
(Test conditions) (Weather) (Wind direction) (Wind velocity) （Temperature)  (Barometric Pressure） (Humidity）

２．試験機器
(Test equipment)

騒音計
(Sound level Meter)

車速測定装置
(Vehicle Speed Measuring Device)

３．備考

　　(Remarks)

後軸(kg)
(Rear axle)

前軸(kg)
(Front axle)

加速走行騒音試験結果成績表（協定規則第51号）

・

( ) kPa

kw

合計(kg)
(Total)

( ) kPa

( ) kPa

( ) kPa



 
 

 
 



 
 

 
 



 
 

 
 



 
 

 
 



 

 

４．試験成績
(Test results)

附則　４ 繊維性吸音材料を含む排気消音システム
(Annex 4） (Silencing systems containing acoustically absorbing fibrous materials)

1. 一般要件 General

以下の場合に限り、繊維性吸音材料を消音システム又はその構成部品に使用することができる。

Sound absorbing fibrous materials may be used in silencing systems or components thereof only if

(a) 排気ガスが当該繊維性材料と直接触れない、又は

The exhaust gas is not in contact with the fibrous materials; or if 
(b) 消音システムまたは構成部品が、本規則の要件に従った型式認可で劣化しにくいことが証明されている

別の型式車両のシステム又は構成部品と、同じ設計思想(概念)の場合。

The silencing system or components thereof are of the same design family as systems or components 
for which it has been proven, in the course of type approval process in accordance with the requirements
 of this regulation for another vehicle-type, that they are not subject to deterioration.

これらの条件の一つが満たされない場合に限り、消音システムの全体またはその構成部品は、
以下に記載されている三つの試験の一つを用いて、決められた条件に適合させなければいけない。
Unless one of these conditions is fulfilled, the complete silencing system or components thereof shall be submitted 
to a conventional conditioning using one of three installations and procedures described below.

1.1. 10,000 km の連続道路走行 Continuous road operation for 10,000 km
1.1.1. 走行の50 ± 20 %は市街地走行とし、残りの走行は高速での長距離走行としなければならない。

この試験は、対応する試験走行路での試験に代えることができる。

50 ± 20 per cent of this operation shall consist of urban driving and the remaining operation shall be long-distance 
runs at high speed; continuous road operation may be replaced by a corresponding test-track programme.

1.1.2. この2 種類の速度域（高速走行及び市街地走行）の試験は、少なくとも2回は、交互に行なわなければいけない。 ・
The two speed regimes shall be alternated at least twice.

1.1.3. 冷却の効果と、それにより生じる可能性のある結露を再現するために、試験は、

少なくとも3 時間の停止を最低10 回含むものとする。

 The complete test programme shall include a minimum of 10 breaks of at least three hours duration in order to
 reproduce the effects of cooling and any condensation which may occur.

1.2.　台上試験でのコンディショニング Conditioning on a test bench
1.2.1. 標準部品を使い、自動車製作者等の指示に従って、消音システム又はその構成部品を、本規則の3.3.で言及

した車両又は本規則の3.4 で言及した原動機に取り付けなければならない。前者の場合は、車両をローラー

ダイナモメーターに取り付け、後者の場合は、エンジン原動機をダイナモメーターに接続するものとする。
Using standard parts and observing the vehicle manufacturer's instructions, the silencing system or components 
there of shall be fitted to the vehicle referred to in paragraph 3.3. of this Regulation or the engine referred to in
paragraph 3.4. of this Regulation. In the former case the vehicle shall be mounted on a roller dynamometer.
 In the second case, the engine shall be coupled to a dynamometer.

1.2.2. 冷却の効果と,それによって生じる可能性のある結露を再現するために、6時間の試験を6 回実施し、

その各試験の間には少なくとも12 時間の機関停止を行うものとする。

The test shall be conducted in six six-hour periods with a break of at least 12 hours between each period
 in order to reproduce the effects of cooling any condensation which may occur.

1.2.3. 6時間の試験では、原動機を下記の条件で運転するものとする：

During each six-hour period, the engine shall be run, under the following conditions:

(a) アイドリング回転数で5 分間
Five minutes at idling speed;

(b) 定格エンジン最大回転数（S）の3/4 で、1/4 の負荷で連続1 時間
One-hour sequence under 1/4 load at 3/4 of rated maximum speed (S); 

(c) 定格エンジン最大回転数速度（S）の3/4 で、1/2 の負荷で連続1 時間
One-hour sequence under 1/2 load at 3/4 of rated maximum speed (S);

(d) 定格エンジン最大回転数速度（S）の3/4 で、全負荷で連続10 分間
10-minute sequence under full load at 3/4 of rated maximum speed (S);

(e) 定格エンジン最大回転数速度（S）で、1/2 の負荷で連続15 分間
15-minute sequence under 1/2 load at rated maximum speed (S);

(f) 定格エンジン最大回転数速度（S）で、1/4 の負荷で連続30 分間
30-minute sequence under 1/4 load at rated maximum speed (S).

6時間の試験は、(a) から(f) の順番に従って、連続した2回で実施する。
Each period shall comprise two sequenced sets of the six above-mentioned conditions in consecutive order from (a) to (f).

1.2.4. 試験中、消音システムまたはその構成部品は、車両周囲の通常気流を再現するための送風で冷却しないものとする。

ただし、メーカー車製作者等の申請があれば、当該システム又は構成部品の先端部分で、車両が最高速度で

走行しているときに記録した温度を超えないようにするために、消音システムまたはその構成部品を冷却してもよい。
During the test, the silencing system or components thereof shall not be cooled by a forced draught simulating normal airflow 
around the vehicle. Nevertheless, at the request of the manufacturer, the silencing system or components thereof
may be cooled in order not to exceed the temperature recorded at its inlet when the vehicle is running at maximum speed.

1.3. パルセーションによる試験コンディショニング Conditioning by pulsation
1.3.1. 消音システム又はその構成部品を、本規則の3.3 で言及した車両又は本規則の3.4 に言及した原動機に取り付ける

ものとする。前者の場合は、車両をローラーダイナモメーターに取り付けなければならない。後者の場合は、原動機を

ダイナモメーターに取り付けなければならない。試験装置（詳細図は、本附則付録図3）は、消音システムの排気口に
取り付けなければならない。また、同等の結果を得ることができる試験装置でも試験可とする。
The silencing system or components thereof shall be fitted to the vehicle referred to in paragraph 3.3. of this Regulation or
 the enginereferred to in paragraph 3.4. of this Regulation. In the former case the vehicle shall be mounted on a roller dynamometer. 

In the second case, the engine shall be mounted on a dynamometer. The test apparatus, a detailed diagram of which is shown
in Figure 1 of the appendix to this annex shall be fitted at the outlet of the silencing system. Any other apparatus providing 
equivalent results is acceptable.

1.3.2. 試験装置は、急動バルブによる排気ガス流の遮断と解放を2,500回繰り返すように、調整されているものとする。

The test apparatus shall be adjusted in such a way that the exhaust-gas flow is alternatively interrupted and re-established 

by the quick-action valve for 2,500 cycles.
1.3.3. 排気ガスの背圧が(試験装置の)インテークフランジの少なくとも100 mm 下流で35 kPaから40 kPaの値に達した時に、

バルブは開くものとする。バルブが開放状態のままで安定した圧力となる時に計測される値の10 ％以下の圧力と

なった時に、バルブは閉じるものとする。
 The valve shall open when the exhaust-gas back pressure, measured at least 100 mm downstream of the intake flange,
 reaches a value of between 35 and 40 kPa. It shall close when this pressure does not differ by more than 10 per cent
 from its stabilized value with the valve open.

1.3.4. タイム・ディレー・スイッチは、上記1.3.3 に定めた規定の結果で生じるガス排出の時間に合わせて設定しなければならない。
The time-delay switch shall be set for the duration of gas exhaust resulting from the provisions laid down in paragraph 1.3.3. above.

1.3.5. エンジン回転数速度は、原動機出力が最大となる回転数速度（S）の75 ％とする。
Engine speed shall be 75 per cent of the rated engine speed (S) at which the engine develops rated maximum net power.

1.3.6. ダイナモメーターが示す出力は、原動機回転数（S）の75 ％のエンジン回転数で
原動機を全加速状態で運転した時に測定した原動機出力の50 ％とする。
The power indicated by the dynamometer shall be 50 per cent of the full-throttle power measured
 at 75 per cent of rated engine speed (S).

1.3.7. 試験中はすべての排水穴を閉じるものとする。
Any drain holes shall be closed off during the test.

1.3.8.  全ての試験を48 時間以内に完了するものとする。必要であれば、1 時間ごとに1 回の冷却期間を設ける。
 The entire test shall be completed within 48 hours.  If necessary, one cooling period will be observed after each hour.
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別添
「非認証車等に対する加速走行騒音試験の取扱いについて」（平成22年2月5日国自環第248号）の一部を改正する通達 新旧対照表

（傍線の部分は改正部分）
最終改正：平成29年4月14日 国自環第12号

改 正 現 行

非認証車等に対する加速走行騒音試験の取扱いについて 非認証車等に対する加速走行騒音試験の取扱いについて

指定自動車等以外の非認証車、消音器改造車等に対する加速走行騒音試験 指定自動車等以外の非認証車、消音器改造車等に対する加速走行騒音試験
の取扱いについては、下記のとおりとするので、今後はこれにより取り扱わ の取扱いについては、下記のとおりとするので、今後はこれにより取り扱わ
れたい。 れたい。
なお、別紙のとおり、関係自動車検査機関及び関係団体あて通知したので なお、別紙のとおり、関係自動車検査機関及び関係団体あて通知したので

申し添える。 申し添える。

記 記

１．非認証車に係る公的試験機関成績表について １．非認証車に係る公的試験機関成績表について
公的試験機関が、指定自動車等以外の非認証車に対して、細目告示別添40 公的試験機関が、指定自動車等以外の非認証車に対して、細目告示別添40

「加速走行騒音の測定方法」による試験の結果又は協定規則第41号第４改訂 「加速走行騒音の測定方法」による試験の結果又は協定規則第41号第４改訂
版補足第５改訂版若しくは協定規則第51号第３改訂版補足改訂版に基づく加 版補足第４改訂版に基づく加速走行騒音試験の結果を表す書面として加速走
速走行騒音試験の結果を表す書面として加速走行騒音試験結果成績表（「改 行騒音試験結果成績表（「改造自動車に係る新規検査の際に提出する書面に
造自動車に係る新規検査の際に提出する書面について」（平成23年６月30日 ついて」（平成23年６月30日付け国自環第70号。以下「改造車の新規検査時
付け国自環第70号。以下「改造車の新規検査時提出書面通達」という。）７ 提出書面通達」という。）別添10又は別添11の加速走行騒音試験結果成績表
．の規定に基づく加速走行騒音試験結果成績表をいう。以下同じ。）を発行 をいう。以下同じ。）を発行する場合の取扱いは、次のとおりとする。
する場合の取扱いは、次のとおりとする。
（１）～（２） （略） （１）～（２） （略）

２． （略） ２． （略）

３. 指定自動車等の新規検査時に提出する公的試験機関成績表について ３. 指定自動車等の新規検査時に提出する公的試験機関成績表について
（１）公的試験機関が、消音器を改造した指定自動車等に対して、改造車の （１）公的試験機関が、消音器を改造した指定自動車等に対して、改造車の

新規検査時提出書面通達記６.（１）②、６.（２）②又は６．（３）② 新規検査時提出書面通達記６.（１）②又は６.（２）②の規定に基づく
の規定に基づく加速走行騒音試験結果を表す書面として加速走行騒音試 加速走行騒音試験結果を表す書面として加速走行騒音試験結果成績表を
験結果成績表を発行する場合は、１.（１）前段の規定を準用する。 発行する場合は、１.（１）前段の規定を準用する。

（２）改造車の新規検査時提出書面通達記６.（１）①、６.（２）①又は６. （２）改造車の新規検査時提出書面通達記６.（１）①又は６.（２）①の規
（３）①の規定に基づき提出される加速騒音試験結果を表す書面は、公 定に基づき提出される加速騒音試験結果を表す書面は、公的試験機関又
的試験機関又は自動車製作者等により実施された加速走行騒音試験結果 は自動車製作者等により実施された加速走行騒音試験結果成績表の写し
成績表の写しで差し支えないものとする。 で差し支えないものとする。


